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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第29期

第２四半期
連結累計期間

第30期
第２四半期
連結累計期間

第29期

会計期間
自 平成28年１月１日

至 平成28年６月30日

自 平成29年１月１日

至 平成29年６月30日

自 平成28年１月１日

至 平成28年12月31日

売上高 （千円） 39,058,358 43,367,491 93,138,640

経常利益 （千円） 1,453,228 1,243,694 6,139,195

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

（千円） 636,573 335,881 3,329,185

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 783,026 538,794 3,826,896

純資産額 （千円） 17,134,976 17,933,247 19,843,281

総資産額 （千円） 52,805,381 60,306,300 52,507,450

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円） 46.89 24.74 245.25

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） 46.57 24.68 244.67

自己資本比率 （％） 26.8 26.0 31.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △2,146,747 △2,775,630 2,561,019

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △2,082,958 △1,574,516 △2,577,493

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 5,423,709 6,267,967 1,042,764

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円） 6,299,727 8,051,149 6,136,256

　

回次
第29期

第２四半期
連結会計期間

第30期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年４月１日

至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日

至 平成29年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 37.65 10.90

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を提出しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）で営まれている事業内容に重

要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。また、重要な事象等は発生しておりません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善が続き、緩やかな回復基調

で推移しました。一方で、中国をはじめとする新興国経済の下振れ懸念や米国新政権の政策動向等、先行き不透明

な状態が続いております。

住宅業界におきましては、国土交通省発表による新設住宅着工戸数が平成29年１～６月累計では前年同期を上回

ったものの、利用関係別戸数では当社グループの主力事業である注文住宅事業と関連性の高い「持ち家」は前年同

月比で３ヶ月ぶりに減少となるなど横ばい圏で推移しました。

このような状況のもとで、当社グループは平成29年12月期を最終年度とする中期経営計画を策定し、お客様の

“暮らしを豊かに育む”、お客様にとって利便性の高い「ワンストップ・ソリューション・カンパニー」を目指し、

持続的な事業の成長とさらなる企業価値の向上に向け、当社グループ経営理念「最高品質と最低価格で社会に貢

献」に基づき各事業セグメントにおいて、お客様のニーズにあった新商品開発と展示場作り、住宅関連サービスの

拡充等、売上拡大に努めました。

この結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は433億67百万円（前年同期比11.0％増）、営業利益は13億

40百万円（前年同期比6.9％減）、経常利益は12億43百万円（前年同期比14.4％減）、親会社株主に帰属する四半期

純利益は３億35百万円（前年同期比47.2％減）となりました。
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セグメント別の業績（セグメント間の取引消去前）は次のとおりであります。

　① 注文住宅事業

注文住宅事業におきましては、一部に着工の遅れが生じたものの、桧家ブランド、パパまるブランド共に完成

引渡しが前年同期を上回って推移したことにより、販売棟数及び売上高は前年同期を上回りました。利益面にお

いては、昨年12月から販売開始した新商品「Ｚ空調」に関連した広告宣伝費、販売促進費の増加に加え、桧家ブ

ランド及びレスコハウスにおける住宅展示場への新規出展費用や人員増加に伴う固定費の増加等により前年同期

を下回りました。受注においては、全てのブランドで「Ｚ空調」の受注が好調に推移しており、また、パパまる

ブランドでは販売エリア及び販売代理店網を拡大強化する等、積極的に受注拡大に努めた結果、受注棟数及び受

注高は前年同期を上回りました。

この結果、受注棟数1,568棟（前年同期比1.1％増）、受注高309億32百万円（前年同期比6.0％増）、売上棟数

1,071棟（前年同期比4.7％増）、売上高は217億20百万円（前年同期比5.8％増）、セグメント利益（営業利益）

は１億98百万円（前年同期比42.4％減）となりました。

　② 不動産事業

不動産事業におきましては、戸建賃貸住宅で下期引渡し予定の受注物件が多く、販売棟数は前年同期を下回っ

たものの、フュージョン資産マネジメントによる収益物件販売及び桧家不動産の戸建分譲住宅販売が好調に推移

したことにより、売上高は前年同期を上回りました。利益面においては、売上拡大の為の人員補充等により固定

費が増加し前年同期を僅かに下回りました。

この結果、売上棟数210棟（前年同期比5.0％減）、売上高は100億７百万円（前年同期比16.9％増）、セグメン

ト利益（営業利益）は３億55百万円（前年同期比0.2％減）となりました。

　③ 断熱材事業

断熱材事業におきましては、建築物部門が伸び悩んだものの、積極的な営業展開により戸建住宅部門の受注が

好調に推移し、売上高は前年同期を上回りました。利益面においては、増収に伴う粗利益額の増加に加え工務人

員に対して独立支援制度を推進し、固定費削減に努めたこと等により前年同期を上回りました。

この結果、売上高は83億83百万円（前年同期比18.7％増）、セグメント利益（営業利益）は５億94百万円（前

年同期比9.9％増）となりました。

　④ リフォーム事業

リフォーム事業におきましては、注文住宅オーナーに対する営業強化により受注が増加したことで、売上高は

前年同期を上回りました。利益面においても、増収に伴う粗利益額の増加により前年同期を上回りました。

この結果、売上高は15億91百万円（前年同期比17.8％増）、セグメント利益（営業利益）は１億31百万円（前

年同期比29.7％増）となりました。

　⑤ 介護保育事業

介護事業におきましては、既存施設では競争の激化により新規入居者数が想定を下回って推移したものの、昨

年４月に２施設、10月に１施設を開設したことにより、売上高は前年同期を上回りました。

保育事業におきましては、昨年４月に開設した「ゆらりん高輪保育園」をはじめとした新規施設が寄与したこ

とに加え、認証保育園の単価見直しや保育施設の運営に対する各種補助金収入の増加により、売上高は前年同期

を上回りました。

当事業全体の利益といたしましては、介護事業の新規施設における入居者数並びに利用者数の増加による収益

改善効果及び保育事業の増収に伴う粗利益額の増加により前年同期を上回りました。

この結果、売上高は23億65百万円（前年同期比7.5％増）、セグメント利益（営業利益）は１億12百万円（前年

同期比33.6％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

（総資産）

当第２四半期連結会計期間末における総資産は603億６百万円（前連結会計年度比14.9％増）となり、前連結会計

年度末に比べ77億98百万円の増加となりました。

流動資産は406億２百万円(前連結会計年度比20.8％増)となり、前連結会計年度末に比べ69億86百万円の増加とな

りました。この増加の主な要因は、現金及び預金の19億14百万円の増加、販売用不動産の45億90百万円の増加、仕

掛工事件数増に伴う未成工事支出金の15億88百万円の増加等によるものであります。

固定資産は197億３百万円（前連結会計年度比4.3％増）となり、前連結会計年度末に比べ８億12百万円の増加と

なりました。

（負債）

当第２四半期連結会計期間末における負債合計は423億73百万円（前連結会計年度比29.7％増）となり、前連結会

計年度末に比べ97億８百万円の増加となりました。

流動負債は289億24百万円（前連結会計年度比1.8％増）となり、前連結会計年度末に比べ４億99百万円の増加と

なりました。この増加の主な要因は、仕掛工事件数増に伴う未成工事受入金の32億38百万円の増加と、一方で工事

未払金の４億56百万円の減少、短期借入金の３億５百万円の減少、１年内返済予定の長期借入金の２億17百万円の

減少、確定納付に伴う未払法人税等の７億26百万円の減少等によるものであります。

固定負債は134億48百万円（前連結会計年度比217.3％増）となり、前連結会計年度末に比べ92億９百万円の増加

となりました。この増加の要因は、主に平成29年３月に実施した長期運転資金の調達に伴う長期借入金の92億17百

万円の増加等によるものであります。

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産は179億33百万円（前連結会計年度比9.6％減）となり、前連結会計

年度末に比べ19億10百万円の減少となりました。

この減少の主な要因は、連結子会社における自己株式の取得19億99百万円による資本剰余金及び非支配株主持分

の減少、親会社株主に帰属する四半期純利益の３億35百万円と配当金４億７百万円による利益剰余金の５億52百万

円の減少等によるものであります。

（自己資本比率）

当第２四半期連結会計期間末における自己資本比率は26.0％（前連結会計年度比5.3ポイント減）となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ19億14百万円の増加とな

り、当第２四半期連結会計期間末の資金残高は80億51百万円となりました。営業活動で27億75百万円の支出（前年

同期は21億46百万円の支出）、投資活動で15億74百万円の支出（前年同期は20億82百万円の支出）となり、財務活

動で62億67百万円の収入（前年同期は54億23百万円の収入）となりました。

当第２四半期連結累計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは27億75百万円の支出（前年同期は21億46百万円の支出）となりました。こ

れは、税金等調整前四半期純利益10億85百万円（前年同期は13億46百万円）、未成工事受入金の増加額32億38百万

円（前年同期は28億59百万円の増加）があり、一方で未成工事支出金の増加額15億88百万円（前年同期は12億21百

万円の増加）、販売用不動産の増加額45億58百万円（前年同期は20億30百万円の増加）などがあったことによるも

のであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは15億74百万円の支出（前年同期は20億82百万円の支出）となりました。こ

れは、主として展示場の新規出展及び断熱材事業拠点の展開に伴う有形固定資産の取得による支出14億52百万円

（前年同期は16億44百万円の支出）などがあったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは62億67百万円の収入（前年同期は54億23百万円の収入）となりました。こ

れは、長期借入金の返済による支出10億円（前年同期は12億13百万円の支出）、子会社の自己株式の取得による支

出19億99百万円などがあり、一方で長期借入れによる収入100億円（前年同期は８億85百万円の収入）などがあった

ことによるものであります。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,300,000

計 48,300,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,575,000 13,575,000
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は100株であ
ります。

計 13,575,000 13,575,000 － －

(注) 名古屋証券取引所については、平成29年６月15日開催の取締役会決議に基づき上場廃止の申請を行い、平成29

年８月４日に上場廃止となりました。

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年４月１日～
平成29年６月30日

― 13,575,000 ― 389,900 ― 339,900

決算短信（宝印刷） 2017年08月09日 11時14分 11ページ（Tess 1.50(64) 20170306_01）



― 8 ―

(6) 【大株主の状況】

平成29年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社GSK 埼玉県久喜市南五丁目5－20 5,275,000 38.85

永大産業株式会社 大阪府大阪市住之江区平林南二丁目10－60 600,000 4.41

桧家ホールディングス従業員
持株会

東京都千代田区丸の内一丁目8－3
丸の内トラストタワー本館7階

324,300 2.38

桧家ホールディングス取引先
持株会

東京都千代田区丸の内一丁目8－3
丸の内トラストタワー本館7階

316,700 2.33

近藤 昭 東京都港区 289,700 2.13

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目2－10 269,300 1.98

加藤 まゆみ 埼玉県久喜市 240,000 1.76

近藤 治恵 東京都港区 240,000 1.76

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目7－1 180,000 1.32

黒須 新治郎 埼玉県久喜市 165,000 1.21

計 ― 7,900,000 58.13

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 100

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,573,800 135,738 －

単元未満株式 普通株式 1,100 － －

発行済株式総数 13,575,000 － －

総株主の議決権 － 135,738 －

(注) 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式93株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成29年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社桧家
ホールディングス

東京都千代田区丸の内
一丁目8番3号 100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

　(注) 当社は、単元未満自己株式93株を保有しております。
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年１月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,136,256 8,051,149

受取手形及び売掛金 3,728,312 3,573,908

完成工事未収入金 162,173 168,975

販売用不動産 12,074,071 16,664,371

未成工事支出金 3,147,770 4,736,655

材料貯蔵品 962,545 1,045,987

その他 7,437,438 6,386,872

貸倒引当金 △32,041 △25,296

流動資産合計 33,616,527 40,602,624

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 7,536,855 8,196,295

土地 5,370,565 5,405,265

その他（純額） 812,749 888,333

有形固定資産合計 13,720,170 14,489,894

無形固定資産

のれん 1,556,026 1,472,726

その他 160,731 212,867

無形固定資産合計 1,716,757 1,685,594

投資その他の資産

その他 3,599,329 3,717,043

貸倒引当金 △145,335 △188,856

投資その他の資産合計 3,453,993 3,528,186

固定資産合計 18,890,922 19,703,675

資産合計 52,507,450 60,306,300
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部

流動負債

工事未払金 4,998,834 4,542,821

支払手形及び買掛金 3,599,078 3,565,110

短期借入金 4,370,000 4,065,000

1年内返済予定の長期借入金 2,002,521 1,784,655

未払法人税等 1,279,339 552,996

未成工事受入金 8,300,022 11,538,846

賞与引当金 473,341 458,574

その他 3,402,462 2,416,968

流動負債合計 28,425,600 28,924,971

固定負債

長期借入金 2,740,685 11,958,159

工事損失補償引当金 294,974 262,252

その他 1,202,908 1,227,669

固定負債合計 4,238,568 13,448,081

負債合計 32,664,168 42,373,053

純資産の部

株主資本

資本金 389,900 389,900

資本剰余金 206,601 －

利益剰余金 15,773,046 15,220,875

自己株式 △183 △183

株主資本合計 16,369,363 15,610,591

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 68,741 67,843

為替換算調整勘定 △491 △3,419

その他の包括利益累計額合計 68,249 64,424

非支配株主持分 3,405,667 2,258,231

純資産合計 19,843,281 17,933,247

負債純資産合計 52,507,450 60,306,300
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 39,058,358 43,367,491

売上原価 30,062,835 33,335,219

売上総利益 8,995,522 10,032,272

販売費及び一般管理費 ※１ 7,556,149 ※１ 8,692,009

営業利益 1,439,373 1,340,262

営業外収益

受取利息 633 886

受取配当金 2,662 2,927

売電収入 17,269 19,600

補助金収入 266,830 1,794

その他 59,310 47,789

営業外収益合計 346,706 72,998

営業外費用

支払利息 28,718 29,951

支払手数料 － 81,438

売電費用 15,300 14,166

固定資産圧縮損 266,830 1,794

その他 22,001 42,217

営業外費用合計 332,851 169,566

経常利益 1,453,228 1,243,694

特別利益

固定資産売却益 7,783 －

特別利益合計 7,783 －

特別損失

固定資産除売却損 12,827 －

減損損失 55,825 56,083

関係会社投融資評価損失 － ※２ 102,516

工事損失補償金 12,079 －

訴訟関連損失 33,969 －

特別損失合計 114,702 158,600

税金等調整前四半期純利益 1,346,310 1,085,093

法人税、住民税及び事業税 505,685 525,225

法人税等調整額 21,550 17,197

法人税等合計 527,236 542,423

四半期純利益 819,074 542,670

非支配株主に帰属する四半期純利益 182,500 206,788

親会社株主に帰属する四半期純利益 636,573 335,881
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純利益 819,074 542,670

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △31,313 △948

為替換算調整勘定 △4,733 △2,927

その他の包括利益合計 △36,047 △3,875

四半期包括利益 783,026 538,794

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 600,489 332,006

非支配株主に係る四半期包括利益 182,536 206,788
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,346,310 1,085,093

減価償却費 636,945 655,611

減損損失 55,825 56,083

のれん償却額 65,198 83,300

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 36,776

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,973 △14,767

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 2,571 1,761

受取利息及び受取配当金 △3,296 △3,814

支払利息 28,718 29,951

固定資産除売却損益（△は益） 5,044 －

工事損失補償金 290,246 －

訴訟関連損失 33,969 －

保険解約損益（△は益） 12,079 －

売上債権の増減額（△は増加） 433,461 147,600

未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,221,006 △1,588,884

材料貯蔵品の増減額（△は増加） △130,061 △101,006

販売用不動産の増減額（△は増加） △2,030,360 △4,558,365

瑕疵担保供託金の増減額（△は増加） △285,500 △159,760

仕入債務の増減額（△は減少） △837,379 △489,981

未成工事受入金の増減額（△は減少） 2,859,862 3,238,823

未収入金の増減額（△は増加） 215,785 180,170

立替金の増減額（△は増加） △1,621,833 353,970

未払金の増減額（△は減少） △501,180 △509,170

預り金の増減額（△は減少） △90,317 △4,474

その他 △108,915 △318,895

小計 △845,807 △1,879,974

利息及び配当金の受取額 3,296 3,814

利息の支払額 △28,497 △31,999

保険金の受取額 89,546 －

訴訟和解金等の支払額 △719 －

工事損失補償金の支払額 △109,198 △32,722

法人税等の支払額 △1,255,367 △834,748

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,146,747 △2,775,630
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(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,644,206 △1,452,854

有形固定資産の売却による収入 62,611 58,303

無形固定資産の取得による支出 △18,932 △93,600

投資有価証券の取得による支出 △157,389 △80,059

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△187,400 －

差入保証金の差入による支出 △101,422 △44,474

差入保証金の回収による収入 1,346 10,503

貸付けによる支出 △46,000 △10,700

貸付金の回収による収入 5,025 45,337

資産除去債務の履行による支出 △5,947 △35,710

その他 9,359 28,739

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,082,958 △1,574,516

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 6,167,300 △305,000

長期借入れによる収入 885,000 10,000,000

長期借入金の返済による支出 △1,213,800 △1,000,392

リース債務の返済による支出 △32,575 △27,028

セール・アンド・リースバックによる収入 14,639 48,194

非支配株主からの払込みによる収入 125,790 11,900

子会社の自己株式の取得による支出 － △1,999,980

配当金の支払額 △473,597 △406,222

非支配株主への配当金の支払額 △49,046 △53,505

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,423,709 6,267,967

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4,733 △2,927

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,189,269 1,914,892

現金及び現金同等物の期首残高 5,110,457 6,136,256

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 6,299,727 ※ 8,051,149
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

保証債務

当社グループの個人顧客のつなぎ融資に対して、次のとおり債務保証を行っております。

前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

個人顧客（184名） 3,574,755 千円 個人顧客（40名） 805,084 千円

計 3,574,755 千円 計 805,084 千円

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日)

従業員給与手当 2,753,911千円 3,151,167千円

営業出展費用 796,263 〃 914,071 〃

広告宣伝費 430,684 〃 480,585 〃

地代家賃 247,281 〃 290,757 〃

租税公課 203,884 〃 242,873 〃

減価償却費 425,951 〃 453,743 〃

　

※２ 関係会社投融資評価損失

当第２四半期連結累計期間において計上した関係会社投融資評価損失の内訳は株式評価損39,190千円、貸倒引当

金繰入額63,326千円であります。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日)

現金及び預金 6,299,727千円 8,051,149千円

現金及び現金同等物 6,299,727千円 8,051,149千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間（自 平成28年１月１日 至 平成28年６月30日）

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月29日
定時株主総会

普通株式 475,118 35 平成27年12月31日 平成28年３月30日 利益剰余金

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年８月８日
取締役会

普通株式 407,238 30 平成28年６月30日 平成28年９月12日 利益剰余金

当第２四半期連結累計期間（自 平成29年１月１日 至 平成29年６月30日）

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月29日
定時株主総会

普通株式 407,244 30 平成28年12月31日 平成29年３月30日 利益剰余金

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年８月７日
取締役会

普通株式 610,866 45 平成29年６月30日 平成29年９月11日 利益剰余金

(注) １株当たり配当額には、平成29年３月22日に東京証券取引所市場第二部銘柄指定を受けたことに対する記念配

当10円を含んでおります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成28年１月１日 至 平成28年６月30日）

　１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント
その他
(注)

合計
注文住宅
事業

不動産
事業

断熱材
事業

リフォーム
事業

介護保育
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 20,513,363 8,532,510 6,536,292 1,082,193 2,200,881 38,865,242 193,115 39,058,358

セグメント間の内部
売上高又は振替高

22,275 29,684 527,663 268,700 － 848,324 782,248 1,630,573

計 20,535,639 8,562,194 7,063,956 1,350,894 2,200,881 39,713,567 975,364 40,688,931

セグメント利益 344,819 356,366 540,864 101,429 84,468 1,427,948 10,623 1,438,572

(注)「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント及びその他の収益を稼得する事業活動であり、

旅行代理店業、保険代理店業及び持株会社の取引を含んでおります。

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 1,427,948

「その他」の区分の利益 10,623

セグメント間取引消去 801

四半期連結損益計算書の営業利益 1,439,373

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

第１四半期連結会計期間において、レスコハウス株式会社の全株式を取得し、連結の範囲に含めております。当

該事象によるのれんの増加額は、「注文住宅事業」において506,849千円、「不動産事業」において217,221千円で

あります。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成29年１月１日 至 平成29年６月30日）

　１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント
その他
(注)

合計
注文住宅
事業

不動産
事業

断熱材
事業

リフォーム
事業

介護保育
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 21,666,366 9,975,469 7,829,457 1,283,781 2,365,699 43,120,773 246,717 43,367,491

セグメント間の内部
売上高又は振替高

54,242 31,581 554,208 307,542 － 947,575 808,200 1,755,775

計 21,720,609 10,007,051 8,383,665 1,591,323 2,365,699 44,068,348 1,054,917 45,123,266

セグメント利益又は
損失（△）

198,444 355,817 594,528 131,546 112,808 1,393,145 △52,976 1,340,168

(注)「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント及びその他の収益を稼得する事業活動であり、

旅行代理店業、保険代理店業及び持株会社の取引を含んでおります。

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 1,393,145

「その他」の区分の損失 △52,976

セグメント間取引消去 94

四半期連結損益計算書の営業利益 1,340,262
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日)

（1）１株当たり四半期純利益金額 46円89銭 24円74銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 636,573 335,881

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

636,573 335,881

普通株式の期中平均株式数(株) 13,574,807 13,574,807

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 46円57銭 24円68銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額
(千円)

△4,450 △797

（うち子会社の発行する潜在株式による
調整額(千円))

(△4,450) (△797)

普通株式増加数(株) － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも
のの概要

－ －

(重要な後発事象)

当社は、平成29年８月７日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条第１項の規定及び当社定款の規定に基づき自己株式を取得すること及びその具体的な方法について決議いたし

ました。

　（１）自己株式の取得を行う理由

資本効率の向上を図るとともに、株主への利益還元に資するため。

　（２）取得の内容

①取得する株式の種類 当社普通株式

②取得する株式の総数 1,100,100株（上限）

③取得価額の総額 2,178,198,000円（上限）

④取得の時期 平成29年９月28日

⑤取得方法 東京証券取引所における公開買付け
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２ 【その他】

第30期（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）中間配当について、平成29年８月７日開催の取締役会にお

いて、平成29年６月30日の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①配当金の総額 610,866千円

②１株当たりの金額 45円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成29年９月11日

(注) １株当たり配当額には、平成29年３月22日に東京証券取引所市場第二部銘柄指定を受けたことに対する記念

配当10円を含んでおります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成２９年８月８日

株式会社 桧 家 ホ ー ル デ ィ ン グ ス

取 締 役 会 御中

　

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員
　
業務執行社員

公認会計士 日 下 靖 規 印

指定有限責任社員
　
業務執行社員

公認会計士 池 田 徹 印

指定有限責任社員
　
業務執行社員

公認会計士 草 野 耕 司 印

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社桧

家ホールディングスの平成２９年１月１日から平成２９年１２月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成２９年４月１日から平成２９年６月３０日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成２９年１月１日から平成２９年

６月３０日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包

括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社桧家ホールディングス及び連結子会社の平成２９年６月

３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成29年８月９日

【会社名】 株式会社桧家ホールディングス

【英訳名】 Hinokiya Holdings Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 近藤 昭

【最高財務責任者の役職氏名】 ―

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内一丁目８番３号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　 （東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長近藤昭は、当社の第30期第２四半期（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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